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1  温室効果ガス排出量の算定

温室効果ガスの排出量は、マニュ アルの算定方法に基づいて、活動量、排出係数、地球温暖

化係数を用いて、以下の式により 算定し ます。

温室効果ガ ス 排出量＝活動量×排出係数

二酸化炭素換算排出量＝温室効果ガス量×地球温暖化係数

本計画の計画期間中に排出係数および地球温暖化係数が更新さ れた場合は、最新の係数を

用いて算定する「 実排出量」 と 、基準係数等を 用いて算定する「 比較排出量」 を あわせて算定

するこ と と し ます。

温室効果ガスの排出量算定に用いる活動量の区分と 、それぞれの取扱については以下のと

おり です。

 （ 1） 二酸化炭素（ CO 2）

活動量の区分 取　 　 　 　 扱

燃料の使用 関係部署から 提出さ れた燃料使用量のデータ をも と にし て算定し ます。

他人から 供給さ れた電気の使用 関係部署から 提出さ れた電力使用量のデータ をも と にし て算定し ます。

他人から 供給さ れた熱の使用 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

一般廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

産業廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

その他 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

 （ 2） メ タ ン（ CH 4）

活動量の区分 取　 　 　 　 扱

ボイ ラ ーにおける燃料の消費
木質燃料を 使用する ボイ ラ ーが対象と なり ます。 奄美市の事務事業と し て
該当するも のがないため算定し ません。

ガス機関・ ガソ リ ン 機関における
燃料の消費

非常用発電機から の排出が想定さ れますが、 数分間の点検程度の短時間の
運転であるため算定し ません。
草刈機等のガソ リ ン 機関の使用は、 定置式ではなく 対象外である ため算定
し ません。

家庭用機器における燃料の消費

コ ン ロ、 小型湯沸器、 スト ーブの使用によ る 灯油、LP ガスの燃料消費から
のメ タ ン 排出が該当し ます。 灯油については、 ボイ ラ ーは対象外ですが、
便宜上、 スト ーブでの使用と みなし て算定し ます。
L ガスについては、 コ ンロ・ 湯沸器等での使用と みなし て算定し ます。

第２ 章　 事務事業による温室効果ガス
排出量の算定　 　 　
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自動車走行 公用車の使用記録をも と にし て、 その走行距離により 算定し ます。

船舶の航行 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

家畜の飼養、 水田の耕作、 牛の放牧 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

農業廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

埋立処分し た廃棄物の分解 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

下水またはし 尿の処理
公共下水道（ く みと り し 尿含む） における排水処理量をも と にし て算定し ま
す。

浄化槽によるし 尿 ･雑排水の処理

市内の一般家庭等の浄化槽は対象外です。
基準年度の排出量算定の時点において、 市役所に設置さ れている 浄化槽の
情報の入手が困難であっ たため基準排出量に加算し ていません。 そのため
今回の計画においては算定し ません。 こ こ では農業集落排水処理施設の処
理人口、 漁業集落排水処理施設をも と にし て算定し ます。

一般廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

産業廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

その他 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

 （ 3） 一酸化二窒素 (N 2O)

活動量の区分 取　 　 　 　 扱

ボイ ラ ーにおける燃料の消費
木質燃料およ び B・ C 重油を 使用する ボイ ラ ーが対象と なり ますが、 奄美
市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

ディ ーゼル機関における燃料の消費
非常用発電機から の排出が想定さ れますが、 数分間の点検運転程度の短時
間の運転であるので算定し ません。

ガス機関・ ガソ リ ン 機関における
燃料の消費

非常用発電機から の排出が想定さ れますが、 数分間の点検運転程度の短時
間の運転である ので算定し ません。 草刈機等のガソ リ ン 機関の使用から の
排出は、 定置式ではなく 算定対象外であるため算定し ません。

家庭用機器における燃料の消費

コ ン ロ、 小型湯沸器、 スト ーブの使用によ る 灯油、LP ガスの燃料使用から
のメ タ ン 排出が該当し ます。 灯油については、 ボイ ラ ーは対象外ですが、
便宜上、 スト ーブでの使用と みなし て算定し ます。LP ガスについては、 コ
ンロ・ 湯沸器等での使用と みなし て算定し ます。

自動車走行 公用車の使用記録をも と に、 その走行距離により 算定し ます。

船舶の航行 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

麻酔剤の使用 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

家畜の糞尿処理 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

耕地で使用し た化学肥料、 その他
の肥料

奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

牛の放牧 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

農業廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

下水またはし 尿の処理
公共下水道（ く みと り し 尿含む） における排水処理量をも と にし て算定し ま
す。
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浄化槽によるし 尿 ･雑排水の処理

市内の一般家庭等の浄化槽は対象外です。
基準年度の排出量算定の時点において、 奄美市に設置さ れている 浄化槽の
情報の入手が困難であっ たため基準排出量に加算し ていません。 そのため
今回の計画においては算定し ません。 こ こ では農業集落・ 漁業集落排水処
理施設の処理人口をも と にし て算定し ます。

一般廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

産業廃棄物の焼却 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

その他 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

 （ 4） ハイ ド ロフ ルオロカ ーボン類 （ HFC）

活動量の区分 取　 　 　 　 扱

自動車用エ アコ ン ディ シ ョ ナーの
使用および廃棄

基準年度の排出量の算定時点において公用車に関する 資料が得ら れず、 基
準排出量に加算し ていないため、 本計画では算定対象と し ません。

噴霧器 ･消火剤の廃棄 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

その他 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

 （ 5） パーフ ルオロカ ーボン類 （ PFC）

活動量の区分 取　 　 　 　 扱

その他 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

 （ 6） 六ふっ 化硫黄（ SF6）

活動量の区分 取　 　 　 　 扱

SF6 が封入さ れた電気機械・ 器具の
使用・ 点検・ 廃棄

基準年度の排出量算定の時点において、 こ れら の情報を 得ら れなかっ たた
め基準排出量に加算し ていません。 そのため本計画では算定し ません。

 （ 7） 三ふっ 化窒素（ NF3）

活動量の区分 取　 　 　 　 扱

その他 奄美市の事務事業と し て該当するも のがないため算定し ません。

名瀬総合支所（ ロ ビー）



事務事業によ る 温室効果ガス排出量の算定

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章

－ 21 －

第 2 章

2  温室効果ガスの排出状況

本市関連施設から の温室効果ガスの排出状況は以下のよう になっ ています。

　 ＜排出量＞

奄美市役所関連施設から の温室効果ガス排出量は、 基準年度である 2 0 1 3（ 平成 2 5 ） 年度

の基準排出量が 1 0 ,5 1 8 .4 t-CO 2 、2 0 2 2（ 令和 4 ） 年度の比較排出量が 1 1 ,0 0 1 .6 t-CO 2 で

し た。

2 0 2 2（ 令和 4 ） 年度、 最新の排出係数で算定し た実排出量は 8 ,4 9 7 .5 t-CO 2 、 鹿児島県

全体の排出量（ 2 0 2 0（ 令和 2 ） 年度時点） 1 1 ,8 0 8 千 t-C O 2 の約 0 .0 7 ％に相当し ます。

奄美市役所の関連機関から の温室効果ガスの総排出量

温室効果ガス排出種別
2013 年度（ 平成 25 年度） 2022 年度（ 令和 4 年度）

基準排出量 比較排出量 実排出量

エネルギー起源二酸化炭素

(t-CO2)

ガソ リ ン 300.7 224.5 224.5

灯油 322.2 381.8 381.8

軽油 190.7 106.5 106.5

重油 278.0 294.4 294.4

B・ C重油 0.0 0.0 0.0

LP ガス 294.0 238.7 238.7

電気 8,000.5 8,575.4 6,071.3

小計 9,386.0 9,821.3 7,317.2

非エネルギー起源二酸化炭素（ t-CO2） 0.0 0.0 0.0

メ タ ン（ t-CH4）

〔 　 〕 はCO2 換算量（ t-CO2）

26.3

[657.7]

27.9

[698.2]

27.9

[698.2]

一酸化二窒素 (t-N2O)

〔 　 〕 はCO2 換算量（ t-CO2）

1.6

[474.8]

1.6

[482.1]

1.6

[482.1]

二酸化炭素換算　 総排出量（ t-CO2） [10,518.4] [11,001.6］ [8,497.5］

エネルギー消費量の原油換算量（ kL） 3,794.7 3,998.7 3,998.7

　 ※： 二酸化炭素換算排出量は、 単数処理の関係上、 各項目の合計値と 一致し ない。
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　 ＜ガス種別排出割合＞

2 0 2 2（ 令和 4 ） 年度の温室効果ガ

ス排出割合は二酸化炭素（ CO 2 ） の排

出量が 8 6 .1 ％を 占めて おり 、 メ タ ン

( CH 4 ) が8 .2 ％、 一酸化二窒素（ N 2 O ）

が 5 .7 ％です。 他のガスはデータ 不足

から 算定でき ませんでし た。

　 ＜ガス排出起源＞

エネルギーの使用を 起源（ 以下、 エ

ネルギー起源） と する 温室効果ガス排

出については、 コ ン ロ や湯沸器等の家

庭用機器の使用およ び公用車の走行に

伴い発生する メ タ ン（ CH 4 ） や一酸化

二窒素（ N 2 O ） が合わせて 約 1 3 .9 ％

ある も のの、 二酸化炭素（ CO 2 ） が大

部分を 占めています。　

2 0 2 2（ 令 和 4 ） 年 度、 二 酸 化 炭素

（ CO 2 ） についてのエネルギー種別の排

出量割合をみると 、 電力8 7 .3 ％、 灯油

3 .9 % 、A 重 油 3 .0 ％、LP ガ ス 2 .4 % 、

ガソ リ ン 2 .3 ％、 軽油 1 .1 ％と な っ て

いて、 電力が約8 割を占めています。

　 ＜部署別排出量＞

部署別のエネルギー起源の二酸化炭

素（ CO 2 ） 排出量を みる と 、 下水道課

が 1 6 .6 ％、 水道課が 1 6 .1 ％、 教育委

員会総務課が 1 0 .9 ％、 笠利地域教育

課が 7 .5 ％、 財政課が 6 .9 ％と 上位 5

つの部署で全体の過半数（ 約 5 8 ％） を

占めています。

教育委員会の支所等全部の施設を 入

れると 全体の排出量の約3 5 ％になり ます。 こ の中には、 小中学校や給食センタ ー等が含ま

れており 、 エアコ ン、 照明等に多く のエネルギーが消費さ れています。

また、 水道課、 下水道課、 下水道課笠利分室の 3 つの部署だけで全体の約 3 5 ％を 占めて

います。 こ れは常時、 ポンプが稼働し ている施設があり 、 電気を多く 使用し ています。

財政課の排出量が多いのは、3 支所を 所管し ており 、 中でも 2 0 1 9（ 令和元） 年に名瀬総合

支所の建替があり 、 以前の庁舎よ り 延べ床面積が約1 .3 倍になっ たこ と によ る も のと 考え

ら れます。

2 0 2 2 年度のエネルギー種別 CO 2 排出割合

電力
87.3％

■ガソリン

■軽油

■灯油

■電力

■A重油

■LPガス

A重油
3.0％

灯油
3.9％

LPガス
2.4％

ガソリン
2.3％

軽油
1.1％

2 0 2 2 年度　 温室効果ガス排出割合

CO2
86.1％

■CO2

■CH4

■N2O

CH4
8.2％

N2O
5.7％

2 0 2 2 年度部署別排出割合

下水道課
16.6％

水道課
16.1％

教育委員会総務課
10.9%

笠利地域教育課
7.5%財政課 6.9%

紬観光課 6.6%

教育委員会学校給食センター
5.1%

教育委員会スポーツ推進課
3.7%

教育委員会生涯学習課
3.7%

いきいき健康課(笠利)
3.4%

住用地域教育課 2.9%
下水道課笠利分室 2.6%

環境対策課 2.6%
産業建設課(住用) 1.8%
地域総務課(住用) 1.1%

教育委員会文化財課 1.1%
農林水産課(笠利) 1.0%

農林水産課 0.9%
こども未来課 0.9%

土木課 0.8%
高齢者福祉課 0.8% 地域総務課(笠利) 0.7%

産業振興課(笠利) 0.7%
商工政策課 0.5%

都市整備課 0.4%
市民福祉課(住用) 0.2%

福祉政策課 0.1%
市民課(笠利) 0.1%

健康増進課 0.1%
建設課(笠利) 0.1%
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　 ＜排出量の経年比較＞

基 準 年 で あ る 2013（ 平 成 25） 年 度 と 、2022（ 令 和 4） 年 度 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

11 ,001 .6 t-CO 2（ CO 2 換算値） を庁内の取組状況の実態を表す比較排出量で比較すると 、10

年間で 483 .2 t-CO 2（ 2013 年度比＋ 4.6％） 増加し ています。

また、現在の最新の排出係数で活動量を 乗じ て算定し た実排出量は基準年度と 比較する

と 8 ,497 .5 t-CO 2 と なり 、10 年間で 2 ,020 .9 t-CO 2（ 2013 年度比-19 .2％）減少し ています。

こ れは電気の排出係数の低下によっ て、見かけ上の排出量が減少し たも ので、エネルギーの

使用量は増加し ています。
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（ 千 t-CO2）

2022

11,001.6

（ 年度）

温室効果ガス比較排出量（ t-CO 2 換算）の変化
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　 ＜排出量の多い施設＞

施設別のエネルギー起源の温室効果ガス排出量は、浄化セン タ ー（ 名瀬終末処理場） が

881 ,7 t-CO 2（ 12 .0 ％） と 最も 大き く 、次いで、名瀬総合支所が 455 ,9 t-CO 2（ 6 .2 ％）、学校

給食センタ ーが 406 ,9 t-CO 2（ 5 .6％） と なっ ています。

排出量が多い施設

対象施設
比較排出量

（ t-CO2 ）

実排出量

（ t-CO2 ）

排出割合

（ % ）

浄化セン タ ー ( 名瀬終末処理場） 1,245.0 881.7 12.0％

名瀬総合支所 644.0 455.9 6 .2％

学校給食センタ ー 497.2 406.9 5 .6％

平田浄水場 444.4 314.6 4 .3％

健康体験交流施設 334.4 269.1 3 .7％

名瀬運動公園 301.8 246.1 3 .4％

ふれ愛の郷 284.6 236.6 3 .2％

太陽が丘総合運動公園 227.0 182.2 2 .5％

奄美海洋展示館 227.8 162.9 2 .2％

笠利学校給食セン タ ー 199.0 158.5 2 .2％

奄美体験交流館 163.9 145.5 2 .0％

市民交流センタ ー 201.1 142.4 1 .9％

奄美市斎場 145.7 138.3 1 .9％

名瀬中学校 182.3 129.1 1 .8％

笠利終末処理場 161.8 114.5 1 .6％

その他 4,561.4 3 ,332.9 45.5％

エネルギー起源温室効果ガス排出量 9,821.3 7 ,317.2 100％

施設別排出割合

浄化センター(名瀬終末処理場）12.0%

その他
45.5%

市民交流センター 1.9%

奄美市斎場 1.9%

名瀬中学校 1.8%

笠利終末処理場 1.6%

名瀬総合支所 6.2%

学校給食センター 5.6%

平田浄水場 4.3%

健康体験交流施設
3.7%
名瀬運動公園 3.4%

ふれ愛の郷 3.2%

太陽が丘総合運動公園
2.5%

奄美海洋展示館 2.2%

笠利学校給食センター 2.2%

奄美体験交流館 2.0%
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■主な温室効果ガス排出量の増加箇所と 要因

温室効果ガス排出量が増加し た主な箇所は、 水道

課の一部の浄水場（ 平田浄水場、 西部浄水場など）、

太陽が丘総合運動公園、 小・ 中学校の教育施設など

です。

水道課の浄水場に関し ては、 原水棟から 膜ろ 過等

への送水動力分の増加や、 空調設備の増加によるも

のです。 また、 一部の浄水場は基準年度の2 0 1 3（ 平

成 2 5 ） 年度は試運転のみで本格稼働し ていな かっ

たと こ ろ も あり 、 基準年度の活動量が少なっ たこ と

が考えら れます。

太陽が丘総合運動公園は、 基準年度にはなかっ た A 重油のボイ ラ ーを 導入し たこ と が増

加の要因であると 考えら れます。

小・ 中学校では、 こ の期間、 全校で空調設備（ エアコ ン ） で導入を 進めており 、 新たに電

力の消費量が増加し 、 温室効果ガス排出量が増加し たも のと 考えら れます。

こ のよ う に、 機器・ 設備の新設、 空調設備、 ボイ ラ ーの導入等で新たにエネルギーの消

費量が増加し 、 温室効果ガス排出量が増加し ていると 考えら れます。

◆対策

省エネ型の設備を 設定する 制度と し て ト ッ プ ラ ン ナー制度
※があり 、 空調設備、L ED 照

明、 ガス・ 電気温水器等は制度の対象と なっ ています。 設定さ れている 機器は二酸化炭素

の排出量が少なく なり ます。 購入費用が割高にはなり ま すが、 ラ ン ニン グコ スト まで考慮

し た全費用では一般的に安価と なり ます。 購入時は価格だけでなく 、 省エネ型である かど

う かも 勘案し 、 更新時は省エネ型を 導入するよう にし ます。

ボイ ラ ーについては太陽熱温水器やヒ ート ポン プ の併用も し く は置き 代え更新する こ と

でエネルギーの消費量を 削減するこ と ができ ます。 また、LN G（ 液化天然ガス） などの二酸

化炭素の排出量がよ り 少ない燃料を 使用する 機種の選択や、 エコ ノ マイ ザーなど高効率化

を 行う 設備を 導入するこ と で排出量が削減でき ます。

空調設備等の導入の際は、 省エネルギー型の機種を 導入する こ と と 並行し て、 窓への遮

熱フ ィ ルム貼付や壁への断熱塗装を 行っ て建物の断熱性を 高める こ と でさ ら に省エネ効果

が高まり ます。

また、 教育施設では、 こ れら の設備を 利用し て省エネ運転方法の学習など によ り 、 教育

施設での省エネルギー化を 家庭における省エネルギー化に繋げる活動が求めら れます。　

太陽が丘総合運動公園

ト ッ プラ ンナー制度

・ 機器等のエネルギー消費効率の決め方の一つであり 、 日本独自の方式

・「 エネルギーの使用の合理化等に関する 法律（ 省エネ法）」 の中で、 民生・ 運輸部門の省エネ施策と し て

採用

・ 基準値を 策定し た時点において、 最も 高い効率の機器等の値を 超えるこ と を 目標と し た最高基準値方式

・ 対象と なる 機器や建材の製造業者に対し 、 エ ネルギー消費効率の目標を 示し て達成を 促すと と も に、

エネルギーの消費効率の表示を 求める制度
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■主な温室効果ガス排出量の減少箇所と 要因

温室効果ガス排出量が減少し た主な箇所は、 健康体験交流館、 ふれ愛の郷、 奄美市庁舎

第 2 別館、 浄化センタ ー（ 名瀬終末処理場）、 マングローブパーク 、 公用車などです。

健康体験交流館においては、 施設稼働方法の見直し（ 休館日の新設など ）、 節電などの省

エネ促進・ コ スト 管理によっ て排出量が減少し たと 考えれら れます。

ふれ愛の郷においては、 公用車を エコ カ ーに更新し たこ と や、 新型コ ロ ナウイ ルスによ

り 、 施設の使用頻度が減少し たこ と によっ て排出量が減少し たと 考えら れます。

奄美市庁舎第 2 別館においては、 新庁舎建て替えによ り 使用頻度が減少し たこ と で排出

量が減少し たと 考えら ます。

浄化セン タ ー（ 名瀬終末処理場） においては、 基準年度と 比べて、 停電の原因と なる 台風

等の発生・ 直撃が少なく 、 自家発電設備の稼働頻度が減少し たこ と で燃料使用量が抑えら

れたこ と や、 人口減少等に伴う 処理水量の減少によ り 、 機械の稼働時間が減少し たこ と 。

また、 微生物等の状況を見ながら 汚水処理で使用する送風機を 2 台稼働せずに 1 台稼働で対

応する期間を 作る工夫を し たこ と で排出量が減少し たと 考えら れます。

公用車については、 更新の際、 普通車から 排気量の小さ い軽自動車への買替えや電気自

動車等の次世代自動車に更新し たこ と によっ て排出量が減少し たと 考えら れます。

こ のよ う に、 温室効果ガス排出量の減少の要因は、 運用方法の見直し 、 節電等の省エネ

の取組、 小型化、 次世代自動車への更新、 活動量の低下、 効率化等が考えら れます。

浄化セン タ ー（ 名瀬終末処理場）
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3  排出削減に向けた取組の現状評価と 今後の取組の方向性

 （ 1） 前回の計画の取組評価

本市では、2 0 1 8（ 平成 3 0 ） 年 3 月に「 奄美市地球温暖化対策実行計画（ 事務事業編）」 を

策定し 、2 0 3 0（ 令和 1 2 ） 年度ま でに 2 0 1 3 ( 平成 2 5 ） 年度の基準年度と 比較し 4 0 ％削減

の 6 ,0 6 5 .2 t と いう 目標を 掲げていまし た。 その目標を 達成するため、2 0 2 2（ 令和 4 ） 年度

までに温室効果ガス比較排出量を 7 ,9 6 7 .6 t-CO 2（ 2 0 1 3 年度比 -2 1 .2 ％） と する 目標を 掲

げていまし た。

し かし 、2 0 2 2（ 令和 4 ） 年度の比較排出量は 1 1 ,0 0 1 .6 t-CO 2（ 2 0 1 3 年度比＋ 4 .6 % ） と

なり 、 目標を 達成でき ませんでし た。

前回策定時の目標

項目

計画期間 2018（ 平成 30 ） 年度～ 2022（ 令和 4 ） 年度

基準年度 2013（ 平成 25 ） 年度

目標 2022（ 令和 4 ） 年度　 7,967.6t-CO2（ 2013 年度比 -21.2％）

実績
比較排出量： 11,001.6t-CO2（ 2013 年度比 4.6％増加）

（ 実排出量： 8,497.5t-CO2（ 2013 年度比 19.2％減少）

増加の要因と し て、 廃止になっ た施設や民間に移管し た施設はある も のの、 名瀬新庁舎

の建て替えによ る 施設の大型化や、 基準年度にはない新たな施設（ 浄水場、 市民交流セン

タ ー、W o rk s ty le L a b 、 公用車等） の追加、 小中学校の空調設備の導入など、 施設や設備

機器の新たな追加によるエネルギー使用量の増加が原因であると 考えら れます。

名瀬総合支舎
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 （ 2） エコ 活動などソ フ ト 的な取組事項

本市ではこ れまで排出削減に向けた取組と し て、以下の様な取組を 進めてき ており 、それ

ぞれの現状評価については以下のと おり です。

　 ■エアコ ンの効率的な運転

現状評価 今後の方向性

ク ールビ ズ期間（ 5 月から 1 0 月） におい

て、 スタ イ ルの励行にあわせてエアコ ン の

温度設定を 2 8 ℃にし て おり 、 定着し つつ

ある こ と は評価でき ます。（ 名瀬本庁舎は全

館集中管理により 設定温度を 管理）

執務室等の適正な温度を 保つため、 エア

コ ン の適切な温度設定と と も に、 扇風機・

サーキュ レ ータ ーの併用、 ブ ラ イ ン ド の使

用などエアコ ン の効率的な運転が求めら れ

ます。 また、 執務室等の温度を 適正に把握

でき る 位置への温度計の設置や、 室温の確

認の習慣づけが求めら れます。

　 ■節電の取組

現状評価 今後の方向性

浄化セ ン タ ー（ 名瀬終末処理場） におい

ては、 汚水処理で使用する 2 台の送風機を

1 台の稼働で対応する 期間を 作る など 工夫

をし たこ と で排出量が削減さ れまし た。

ソ フ ト 的な取組と し て、 廊下やト イ レ な

どの消灯・ 自然光の利用など 省エネのため

の行動を 進めており 、 一定の成果を 上げて

います。 名瀬総合支所の建替えによ り 、 ト

イ レ 等では人感セン サーが取り 付けら れて

おり 省エネ化が図ら れていま す。 一方、 名

瀬総合支所だ けで 4 0 0 台以上のパソ コ ン

が利用さ れていますが、 ほと んどがデスク

ト ッ プ 型です。 また、 電気ポッ ト など も 使

用さ れています。

多く のエネルギーを 消費する 機器・ 設備

の運用方法の工夫や見直し で省エネが見込

まれる場合があり ます。

各機器における 省エネ設定や計画で決め

たルールの着実な運用などによ り 、 さ ら な

る 省エネ化が期待でき ます。 こ う いっ た取

組を 実践し た際には、 成果を 見える化し て、

職員に効果が実感でき る よ う な進め方の工

夫が必要です。
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　 ■温暖化対策推進担当者の選任

現状評価 今後の方向性

温暖化防止実行計画を 各職域で推進する

「 担当者」 を 選任する こ と と し ていま すが、

「 担当者」 が活かさ れておら ず、 計画に基づ

いた効果的な取組がなさ れていません。

「 担当者」 の選任を 確実に実施し 、 その役

割・ 任務を 明確にする と と も に、 研修等の

機会を 設ける など実行計画を 全庁的に展開

し ていく ための推進者と し て活かせる よ う

な仕組みづく り が求めら れます。

　 ■環境配慮物品・ 資材の利用

現状評価 今後の方向性

物品の調達においては長期使用の配慮を

行っ ていますが、 購入時のグリ ーン 購入な

どエコ 製品の選択は経費節減と のバラ ン ス

から 十分に進んでいません。

購入コ スト だけではなく 、 グリ ーン 購入

法、 環境配慮契約法など も 考慮し つつ、 今

後も 温暖化防止対策につながる 物品や資材

を 積極的に利用し ていく よ う に努める こ と

が求めら れます。 そう する こ と で、 職員の

環境に対する意識が変わり ます。

 （ 3） 施設や機器の整備などハード 的な取組事項

　 ■次世代自動車等の導入

現状評価 今後の方向性

大型車や特殊車両など を 除き、 車両の導

入の際は原則的に、 軽自動車や電気自動車

等の導入を 進めています。 現在、 電気自動

車は 2 台、 ハイ ブ リ ッ ド 自動車 4 台導入さ

れ、 導入さ れた部署は燃料の削減効果がみ

ら れます。

購入コ スト だけではなく 、 長期的な視点

で考え、 今後、 電気自動車を はじ めと する

次世代自動車の導入割合を 大幅に高める と

と も に、 エコ ド ラ イ ブ の実施や、 燃費計算

欄を 設けた車両運転記録簿の設置、 車内に

エコ ド ラ イ ブ 標語を 貼付する など、 運転者

への啓発を 進める こ と で一層の効果が期待

でき ます。
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　 ■エアコ ンの更新

現状評価 今後の方向性

省エ ネ型（ イ ン バータ ー付） の機種や小

型分散化等によ り 、 省エネ化が図ら れてい

ます。 出先の機関では、 イ ン バータ ーがつ

いていない機種も 多数残っ ており 、 今後の

更新によ り 、 更なる 省エネ化が見込まれま

す。

機器更新にあたっ ては、 導入費用はやや

割高と なり ますが、 イ ン バータ ー付き の機

種や小型分散化する など 、 省エネ効果が高

い機器を 選んで 導入する こ と が必要で す。

運転時の費用を 低く 抑えて総合的に費用の

削減と 省エネにつなげる と いう 視点で機種

選定を 行う こ と が大切です。

また、 故障し てから 更新するのではなく 、

省エネ型でないエアコ ン を 使用し ている も

のについては、 耐用年数（ 6 から 1 5 年） を

前倒し し て、 更新する こ と で一層の省エネ

効果が期待でき ます。

　 ■照明機器の省エネ化

現状評価 今後の方向性

最近、 建て ら れた 名瀬総合支所は全館

LED 照明と な っ て いま す。 小中学校で も

LED 照明の導入を進めていますが、 出先機

関では、 蛍光灯が大半を 占める 施設も 残っ

ています。

最も 多く 使用さ れている 4 0 W 蛍光灯は、

LED 化によ っ て 5 0 ％以上の電力削減が図

ら れる ため、 大幅な電力削減が期待でき ま

す。 灯具の更新にあたっ ては、LED 化を 基

本と し 、 個別スイ ッ チ付き の灯具や照度セ

ン サー・ 人感スイ ッ チ等を 併用する こ と で

効果的に省エネが図ら れます。

　 ■エネルギー消費効率の高い機器・ 設備・ 運用方式の導入

現状評価 今後の方向性

名瀬総合支所だけでも 4 0 0 台以上ある パ

ソ コ ン は、 デスク ト ッ プ 型が多く みら れて

います。 減少発注工事の際の省エネ型機器・

工法の活用、 再生材の活用は十分にでき て

いません。

パソ コ ン の導入にあたっ ては、 耐停電性

も あり 省エネ化が見込まれる ノ ート 型の導

入を 進める と と も に、 プ リ ン タ ーは省エネ

性の優れた高性能機やコ ピ ー / フ ァ ッ ク ス

機と の複合機を フ ロ ア ーで 共有する な ど 、

台数を 減ら し ながら 便利な機能が利用でき

る よ う な取組が望まれます。 あわせて省エ

ネ機器・ 設備の積極的な導入を 進める こ と

が望まれます。
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　 ■再生可能エネルギー設備の導入

現状評価 今後の方向性

市 の 関 連 施 設 で 太 陽 光 発 電 設 備 が 導

入さ れて い る 施設は、 令和 6 年 3 月現在

で、 奄美振興会館【 設備容量（ 以下省略）

1 0 8 k W 】、 金 久 中 学 校【 1 7 .5 k W 】、 名

瀬 本 庁 舎【 1 0 .0 k W 】、 住 用 総 合 支 所

【 1 0 .0 k W 】、 笠利総合支所【 8 .0 k W 】、 平

田浄水場【 4 .0 k W 】 の 6 施設です。

再生可能エネルギーの導入は、 今後、 温

室効果ガス排出量の削減目標達成には、 必

要不可欠です。 また、 蓄電池と 組み合わせ

る こ と で台風等に対する 停電時に、 市の機

能を 活かすこ と ができ 、 レ ジリ エン スの向

上も 見込ま れます。 今後は、 主要な施設を

計画的予算化し 導入を 進める と と も に、 国

の補助金等の活用の検討や、 民間事業者と

連携し 、PPA 事業等によ り 広く 普及さ せる

こ と が必要です。

　 ■施設の統廃合・ 更新

現状評価 今後の方向性

行政サービ スの見直し 、 施設の老朽化な

どに伴い施設の統廃合や更新など が検討さ

れています。

こ れは運用に要する エネルギーと 費用の

削減に つな がる 可能性があ る た め、 行政

サービ スの低下を 招かない形で統廃合を 進

めるこ と が望まれます。
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